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株主各位

証券コード：4544

第67回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

上記事項は、法令および当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.miraca.com/）に掲載することにより、株主のみなさまに提供
しております。

表紙
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連結注記表
1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴連結の範囲に関する事項
①連結子会社の数　　　　　　36社

主要な連結子会社
富士レビオ㈱、㈱エスアールエル、Miraca USA, Inc.（米国）、Miraca Life Sciences, Inc.（米国）、Fujirebio America, Inc.（米国）、
Fujirebio Diagnostics, Inc.（米国）、Fujirebio Europe N.V.（ベルギー）、㈱日本医学臨床検査研究所、日本ステリ㈱、㈱エスアールエル・
メディサーチ

②主要な非連結子会社の名称等
FUJIREBIO INDIA PRIVATE LIMITED、他3社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、
いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結範囲から除外しております。

③他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等のうち、子会社としなかった当該他の会社の名称等
Baylor Miraca Genetics Laboratories, LLC（米国）、他1社
（子会社としなかった理由）
当社は、当社連結子会社であるMiraca USA, Inc.を通じて、Baylor Miraca Genetics Laboratories, LLC（BMGL）の議決権の過半数を自己の計
算において所有しておりますが、Baylor College of Medicine（BCM）とのCompany Agreementに基づき、重要な会社意思決定への関与とみ
なされる年度事業計画の承認権限を当社だけでなくBCMも有することから、BMGLを子会社ではなく、持分法適用の関連会社としております。

⑵持分法の適用に関する事項
①持分法適用関連会社の数　　　2社

Baylor Miraca Genetics Laboratories, LLC、他1社
②持分法を適用していない非連結子会社（FUJIREBIO INDIA PRIVATE LIMITED、他3社）及び関連会社2社は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない
ため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

時価のないもの　主として移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業組合への出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法を採用しております。

ｂ．デリバティブ　　　　時価法を採用しております。
ｃ．たな卸資産　　　　　（国内連結子会社）

商品・原材料・貯蔵品
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用してお
ります。
製品・仕掛品
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており
ます。
（在外連結子会社）
商品・製品・仕掛品・原材料・貯蔵品
主として先入先出法による低価法を採用しております。
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②重要な減価償却資産の減価償却の方法
ａ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は原則として定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
また、国内連結子会社である富士レビオ㈱の工具、器具及び備品のうち、機器システムリース用検査機器等については、
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　3～50年
機械装置及び運搬具　　2～15年
工具、器具及び備品　　2～20年

ｂ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

顧客関連無形資産　　　5～30年
ソフトウエア　　　　　3～5年

ｃ．リース資産　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③重要な引当金の計上基準

ａ．貸倒引当金　　　　　（国内連結子会社）
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
（在外連結子会社）
債権の貸倒による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ｂ．賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込相当額を計上しております。
④重要な収益及び費用の計上基準

　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
⑤その他連結計算書類作成のための重要な事項

ａ．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した
額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年又は10年）による定額法により費用処理し
ております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年又は10年）による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に
係る調整累計額に計上しております。

ｂ．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外連結子会社等の資産・負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益・費用は、期中平均相場により円貨に換算し、
為替差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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ｃ．重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、為替予約及び通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。
また、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　　　ヘッジ対象

為替予約　　　　　外貨建金銭債権・債務
通貨スワップ　　　外貨建金銭債権・債務
金利スワップ　　　借入金

ハ．ヘッジ方針
内規に基づき、為替相場変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。
原則として、実需に基づくものを対象としてデリバティブ取引を行っており、投機目的のデリバティブ取引は行っておりません。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段及びヘッジ対象について、個別取引毎のヘッジ効果を検証しております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する元本・利率・
期間等の重要な条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから、ヘッジの有効性の判断は省略しております。

ｄ．のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その個別案件毎に判断し、20年以内の合理的な年数で定額法により償却を行っております。なお、平成26年4月1
日以降に米国子会社及び関連会社で計上されたのれんもしくはのれん相当額については、10年以内の定額法により償却を行っております。

ｅ．消費税及び地方消費税の会計処理
税抜方式によっております。

ｆ．連結納税制度の適用
当社及び一部の連結子会社では、連結納税制度を適用しております。

     ⑥追加情報
        （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
        「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

2．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を
当連結会計年度に適用し、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

3．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 89,195百万円
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4．連結損益計算書に関する注記
⑴プロジェクト整理損失

プロジェクト整理損失は、㈱エスアールエルにおいて、自社利用ソフトウエアの開発プロジェクトを中止したことに伴い、発生したものであります。
なお、プロジェクト整理損失の内訳は以下のとおりであります。
固定資産の減損損失 11,161百万円
その他 3,425百万円

合計 14,587百万円
減損損失

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

㈱エスアールエル（東京都八王子市） 受託臨床検査事業の無形固定資産及び有
形固定資産

ソフトウエア 6,123
その他無形固定資産 4,113
建設仮勘定 874
工具、器具及び備品 48
建物及び構築物 0

計 11,161
当社グループは、稼働資産について継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分である事業単位ごとに事業用資産をグルーピングしており、遊
休資産及び処分予定資産等については個々にグルーピングしております。
上記資産については、プロジェクトを中止したことに伴い、帳簿価額を回収可能額まで減額し、11,161百万円をプロジェクト整理損失に含めて計上
しております。なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来的な使用が見込まれないことから、使用価値は零としております。

⑵減損損失
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（百万円）
Miraca Life Sciences, Inc.（米国） 受託臨床検査事業ののれん のれん 3,332

Miraca Life Sciences, Inc.の受託臨床検査事業ののれんについては、業績及び最新の中期見通しに基づき減損テスト（米国会計基準）を実施した結
果、公正価値が帳簿価額を下回ることとなったため、連結上の帳簿価額（日本基準に基づく既償却額を控除した金額）と公正価値との差額を減額し、
当該減少額を減損損失として計上しております。なお、公正価値は、米国会計基準に基づき主としてインカム・アプローチにより測定しており、割引
率は10.0％であります。
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5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 57,287,166株
⑵配当に関する事項

①配当金支払額
決議 株式の種類 配当金の総額（百万円） 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年5月23日
取締役会 普通株式 3,134 55 平成28年3月31日 平成28年6月2日

平成28年10月31日
取締役会 普通株式 3,249 57 平成28年9月30日 平成28年12月2日

計 ― 6,384 ― ― ―
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成29年5月23日開催の取締役会において、普通株式の配当に関する事項について次のとおり決議を予定しております。
ａ．配当金の総額 3,251百万円
ｂ．配当の原資 利益剰余金
ｃ．1株当たり配当額 57円
ｄ．基準日 平成29年3月31日
ｅ．効力発生日 平成29年6月5日

⑶当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 226,600株
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6．金融商品に関する注記
⑴金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行等金融機関からの借入及び社債の発行による
方針です。デリバティブは、外貨建債権・債務に係る将来の為替レートの変動を回避する目的で包括的な為替予約取引及び通貨スワップ取引を利用
し、また、借入金の金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を利用し、投機的な取引は行いません。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループ各社の与信管理規程、売掛金管
理細則等に従い、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況等を定期的に把握する体制としています。
有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。なお、定期的に把握された
時価が取締役会に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが5ヶ月以内の支払期日です。
借入金は、主に投資及び営業取引に係る資金調達であり、主に固定金利によるものです。
デリバティブは、金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引、外貨建債権・債務に係る為替変動リスクをヘッジする目的で為替予約取引
及び通貨スワップ取引を利用します。デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクは
ほとんどないと判断しております。なお、デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っております。
また、営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が資金繰計画を作成するなどの方法により管理しており
ます。

⑵金融商品の時価等に関する事項
平成29年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困
難と認められるものは、含まれておりません（（注2）参照）。

連結貸借対照表計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）
⑴現金及び預金 26,558 26,558 －
⑵受取手形及び売掛金 36,565 36,565 －
⑶有価証券 9,000 9,000 －
⑷投資有価証券

その他有価証券 678 678 －
資産計 72,801 72,801 －
⑴支払手形及び買掛金 9,273 9,273 －
⑵電子記録債務 1,086 1,086 －
⑶未払法人税等 2,821 2,821 －
⑷長期借入金（※1） 6,299 6,293 △6
負債計 19,482 19,475 △6
デリバティブ取引（※2） 39 39 －
（※1）⑷長期借入金は、1年以内に返済予定のものを含めております。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（ ）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金、⑶有価証券

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
⑷投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負　債
⑴支払手形及び買掛金、⑵電子記録債務、⑶未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
⑷長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価については、取引金融機関から示された価格等に基づき算定しております。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘ
ッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式等 12,439
出資金 248

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、開示対象には含めておりません。

7．1株当たり情報に関する注記
⑴1株当たり純資産額 2,592円04銭
⑵1株当たり当期純利益 5円84銭

8．その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券

時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を
採用しております。

⑵デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

⑶固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　3～18年
工具、器具及び備品　　5～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウエア　　　　　5年
⑷引当金の計上基準

賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込相当額を計上しております。
⑸外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
⑹重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法　　　　原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。
なお、為替予約及び通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。
また、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象　ヘッジ手段　　　ヘッジ対象
 為替予約　　　　外貨建金銭債権・債務
 通貨スワップ　　外貨建金銭債権・債務
 金利スワップ　　借入金

③ヘッジ方針　　　　　　　内規に基づき、為替相場変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。
原則として、実需に基づくものを対象としてデリバティブ取引を行っており、投機目的のデリバティブ取引は行っており
ません。

④ヘッジ有効性評価の方法　ヘッジ手段及びヘッジ対象について、個別取引毎のヘッジ効果を検証しております。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象に
関する元本・利率・期間等の重要な条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから、ヘッジの有効性の判断は省
略しております。

⑺その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。
②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
　⑻追加情報
    （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

     「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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2．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年6月17日）を当
事業年度に適用し、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

3．貸借対照表に関する注記
⑴有形固定資産の減価償却累計額 243百万円
⑵関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 3,582百万円
短期金銭債務 37,568百万円

4．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
営業収益 9,840百万円
営業費用 16百万円

営業取引以外の取引高 447百万円

5．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 251,376株

6．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 156百万円
その他 77百万円
繰延税金資産小計 234百万円
評価性引当額 △175百万円
繰延税金資産合計 58百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △123百万円

繰延税金負債合計 △123百万円
繰延税金資産（負債）の純額 △64百万円
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7．関連当事者との取引に関する注記
⑴子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 資本金または
出資金 事業の内容 議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 富 士 レ ビ オ ㈱ 4,252
百万円

臨床検査薬
事業 直接100％

経営指導
役員の兼任

2人

経営指導料の受取
配当金の受取
賃料の受取
資金の預り
利息の支払

492
4,347

160
－
0

売掛金
－

前受収益
預り金

－

44
－
11

5,599
－

子会社 ㈱エスアールエル 11,027
百万円

受託臨床検査
事業 直接100％

経営指導
役員の兼任

4人

経営指導料の受取
配当金の受取
賃料の受取
資金の預り
利息の支払

900
3,360

167
－
0

売掛金
－

前受収益
預り金

－

81
－
11

16,808
－

子会社 Miraca USA, Inc. 0
千US＄

受託臨床検査
事業 直接100％

経営指導
役員の兼任

2人

経営指導料の受取
資金の貸付
資金の預り
利息の受取
利息の支払

196
－
－
77
10

売掛金
短期貸付金

預り金
未収収益
未払費用

196
1,290
1,332

4
0

子会社 M i r a c a  L i f e
Sciences, Inc.

0
千US＄

受託臨床検査
事業 間接100％

資金の預り
役員の兼任

1人
資金の預り
利息の支払

－
8

預り金
未払費用

198
0

子会社 F u j i r e b i o
Diagnostics,Inc.

10,200
千US＄

臨床検査薬
事業 間接100％ 資金の預り 資金の預り

利息の支払
－
5

預り金
未払費用

2
0

子会社 F u j i r e b i o
Europe N.V.

64,398
千EUR

臨床検査薬
事業 間接100％ 資金の預り 資金の預り － 預り金 5,372

子会社 日 本 ス テ リ ㈱ 240
百万円

ヘルスケア関連
事業 間接100％

資金の預り
役員の兼任

1人
資金の預り
利息の支払

－
0

預り金
－

2,042
－

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

2．経営指導料については、当社より提示した料率を基礎として、毎期交渉の上、決定しております。
3．取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。
4．当社と子会社との間の資金の貸付及び預りについては、キャッシュ・マネジメントシステムにより当社が一元管理しており、日々資金の貸付、預りが行われていま

す。従って、取引金額としての把握が困難であることから、個別貸付を除き、期末の残高のみを記載しております。

⑵役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
または氏名

議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容

取引金額
（百万円）
（注1、3）

科目 期末残高
（百万円）

役員及びその近親者 田 澤 裕 光 (被所有)
直接0.03％ 当社の執行役 新株予約権の権利行使

（注2） 11 － －

（注）1．取引金額には消費税等が含まれておりません。
2．取引条件及び取引条件の決定方針等

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき付与された第8回及び第9回ストックオプションの当事業年度における権利行使を記載しております。
3．「取引金額」欄は、当事業年度におけるストックオプションの権利行使による付与株式数に行使時の払込金額を乗じた金額を記載しております。
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8．1株当たり情報に関する注記
⑴1株当たり純資産額 1,659円76銭
⑵1株当たり当期純利益 128円75銭

9．その他の注記
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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